韓国の銀行業における国際会計基準導入後の財務諸表開示結果に関する評価 by 権 秦殷 et al.
1Ⅰ．序論
　韓国では、株式上場企業等（5）に対して、2011年から国際会計基準（以
下 IFRS とする）の適用を義務化した。ただ、企業の選択により2009年から
早期適用できるようにしたが、銀行等の金融機関においては、早期適用企業
とそうでない企業が混在する場合発生し得る情報利用者の混乱を防ぐために
一律的に2011年から IFRS を適用することにしている。
　IFRS の導入により、最も大きな影響が予想される業種は銀行等の金融業
である。IFRS はほとんどの金融資産や金融負債に対して公正価値の評価を
適用することを義務づけており、以前は開示しなかった金融資産や金融負債
に対する詳細な情報を財務諸表の注解として開示することを求めている。他
の業種とは異なり、銀行等の金融業は金融資産や金融負債の保有比率が非常
に高いため、他業種に比べて IFRS の導入により測定や開示に最も大きな影
響を受けるものと思われる。
　本研究では、韓国の金融業の中で銀行を対象として IFRS 導入過程を考察
し、実際に2011年に開示された韓国の市中銀行のうち資産規模上位４行の半
期財務諸表に基づいて、IFRS に規定されている広範囲な情報を充実に開示
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したかについて、その実体を評価することを目的とする。こうした開示の充
実性に対する評価を通じて、諸銀行が IFRS 導入の初期段階に関連システム
を成功裏に構築・実行しているかを間接的に確認できるものと思われる。さ
らに、本研究は今後、会計監督機構が銀行を始めとする IFRS 適用企業の開
示事項を点検・指導する際に、必要な手がかりを提供することができる。ま
た、日本のようにまだ IFRS を導入していない国で IFRS を導入する際に、特
に考慮しなければならない点について事前に理解するためにも役に立つもの
と期待される。
　本研究は、６つの章で構成されている。この序論に続いて、第２章では、
IFRSの導入および開示と関連した先行研究について検討する。第３章では、
銀行の IFRS 導入過程について考察し、第４章では、IFRS システムの実行と
関連して把握された問題点をまとめた。そして、第５章では、2011年度には
じめて義務化された IFRS に基づいて開示している主要銀行の半期財務諸表
に基づいて、IFRS が要求する広範囲な開示事項を充実に実行しているかに
ついて検討し、最後の第６章では、結論として示している。
Ⅱ．先行研究の検討
　IFRS と関連して韓国で行われた研究は、主に IFRS の導入と関連した特定
企業に関する事例研究や IFRS 導入により、財務諸表の特定の項目にどのよ
うな影響があるか、そして、財務諸表の有用性が高まるかに焦点を置いてい
る。また、実証分析は、2009年と2010年に IFRS を早期導入した少数の企業
に限られており、分析の結果を一般化させるには問題があると思われる。本
論文は、銀行の IFRS 導入過程について考察し、IFRS が要求する広範囲な開
示要求事項を規定どおりに実施しているかについて検討することを目的とし
ているため、開示と関連した先行研究だけを検討した。
　梁へミョン（2011）は、K-IFRS 早期適用企業の勘定科目の変動により、注
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解にどのような変化があるかについて分析した。分析の結果、K-IFRS の早
期適用企業のほとんどは、勘定科目の数を減らし、注解に対する記載内容を
増やしていた。ただ、本研究では注解が十分であるかについては分析してい
ない。
　宋寅萬ら（2010）は、2011年 K-IFRS の強制適用の前に2009年から早期適
用している11社の導入準備および適用に関する実証事例について研究した。
早期導入企業の開示における主な特徴は、連結財務諸表の作成が義務化され
ている企業は、連結対象会社が100％以上増加し、財務諸表における勘定科目
の数は減少した反面、注解の量は大幅に増加した。また、財務諸表表示の方
法をそれぞれの企業の実情に合わせて選択しているため、画一的な財務諸表
の比較可能性が低下した。また、K-IFRS の導入により資産と負債は、連結
対象子会社の増加により、連結財務諸表の作成が義務化されている企業の方
が義務化されていない企業よりも大幅に増加したが、全体的に資産と負債が
同時に増加しており、資本の変動は微々たるものであることがわかった。
徐ランジュら（2011）は、IFRS 早期導入企業の原則中心のパラグラフをど
のように適用・開示しているかについて調べた。調査結果、早期導入した企
業らは専門家としての判断が求められるパラグラフと具体的な基準がないパ
ラグラフについては、企業の会計処理に関する具体的な判断根拠と詳しい説
明は提示しておらず、選択可能な会計処理においてもほとんど既存の方法を
そのまま使っていた。
　金志鴻ら（2011）は、国際会計基準導入の際、銀行等の金融業において発
生する問題について考察し、実際どのような効果があるかを分析した。事例
分析の結果、国際会計基準の導入により利益剰余金が、銀行の場合は34.61%
増加し、損害保険会社の場合は31.6% 増加した。銀行の場合は、貸倒引当金戻
入効果（貸倒引当金設定基準の変更）、ハイブリッド証券の勘定科目の再分類
による剰余金効果等が大きかった。損害保険会社の場合は、利益剰余金増加
のほとんどは非常リスク準備金が資本に分類されることによる効果（29.06%）
であった。
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　先行研究からもわかるように、IFRS 導入と関連した具体的な実行段階に
ついて調査したり、IFRS に規定されている開示事項が十分適用されている
かを考察した研究は見当たらない。本研究では、IFRS の導入により、最も
大きな影響があったものと予想される銀行を中心に、IFRS の導入および実
行過程を実務的な観点から考察し、金融商品と関連した開示事項を十分開示
しているかを検討したことから、先行研究とは差別化される。
Ⅲ．銀行の IFRS 導入過程
3.1　新しいシステム構築の必要性
　従来の企業会計基準（以下	K-GAAPとする）に基づいて財務諸表を作成・
開示していた銀行が、IFRS を初めて導入する際に、既存のシステムを利用し
て財務諸表を作成・開示することは容易ではない。なぜなら金融資産および
金融負債を公正価値で評価する際に既存のシステムを利用するには限界があ
り、さらに金融資産および金融負債の評価に関わる関連した広範囲な開示資
料を作成しなければならないが、既存のシステムでは IFRS が要求する開示
情報を作成することは難しいためである。また、IFRS は、連結財務諸表の
開示が中心となるため、連結財務諸表と個別財務諸表が同時に開示され、従
来より開示時期が短縮された。これにより、親会社と子会社を統合する新し
い連結プロセスの必要性も浮かび上がっている。連結財務諸表の作成は、す
べての業種に共通する直面課題であるが、金融商品の評価および関連資料の
開示は、銀行業の最も大きな課題である。したがって、銀行が IFRS を導入
する際に既存のシステムをそのまま利用するのは困難であり、全般的に修正
するか、あるいは新しいシステムを導入する必要がある。〈表１〉は、銀行に
おいて IFRS の導入によって変更する主な内容と新しいシステム構築の必要
性の関連性をまとめたものである。
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〈表１〉主な変更事項と新しいシステム構築の必要性
区　分 主な変更	事項 システム構築の影響
金融商品の公正価値 評
価および実効金利測定
- 収益認識体系の変更
- 	金融商品の公正価値の開示
事項の大幅増加
金融商品別にキャッシュフ
ロー、公正価値、実効利子率
等が自動算出され、これと連
携して必要な開示情報もいっ
しょに作成されるようなシス
テムの構築が必要
貸倒引当金 - 	予想損失モデルから発生損
失モデルに変更
- 	主な与信に対する個別評価
既存の貸倒引当金システムを
修正、あるいは、新しいシス
テム構築が必要
金融商品のリスク 金融商品と関連した信用リス
ク、流動性リスク、市場リス
ク等に対する開示情報の拡大
開示情報算出のための連携シ
ステムの構築が必要
リスク回避会計 リスク回避効果の有効性評価
の際、簡便法廃止
リスク回避効果の有効性評価
を分析するシステムが必要
連結財務諸表作成 連結範囲の拡大および開示期
間の短縮
- 	開示日程を順守するために、
決算日程を短縮する連結プ
ロセスのシステム化が必要
- 	特別目的事業体（SPE）等
を連結対象に含ませるのか
に対する判断および財務資
料算出システムが必要
　〈表１〉の通り、国際会計基準では金融商品のうち償却原価で測定されるも
の以外は、すべて公正価値で測定するように規定している。また、償却原価
で測定する金融商品も特定の場合には、公正価値で測定する金融商品に指定
できるようにしている。その際、活発な市場にて開示される市場価格がない
場合、評価技法を適用して公正価値を測定しなければならないため、公正価
値の測定と関連してシステム修正が必要である。
　銀行の資産のうち最も重要な資産は、顧客に対する貸出金である。貸出金
に対しては適切に貸倒引当金を設定しなければならないが、従来の会計基準
では、将来発生し得る貸倒を推定して貸倒引当金を設定する、いわゆる予想
損失モデルが適用されている。しかし、IFRSでは貸出金等の金融資産に対す
る資産減損の兆候を検討し、兆候が発見された場合は減損損失を認識する、
いわゆる発生損失モデルを適用しなければならない。したがって、過去の貸
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倒率を適用して貸倒引当金を認識することは許容されない。また、銀行は、
金融監督機関の与信健全性の分類に基づいた貸倒引当金を認識する必要があ
り、バーゼルⅢ基準も満足させなければならないため、既存のシステムの大
幅修正は必要である。
　国際会計基準では、金融資産に対して信用リスク、流動性リスクおよび市
場リスクと関連した詳細な情報を開示することを規定している。こうした開
示要求事項は、手作業でできるようなものではなく、金融商品の評価と連携
して自動的に算出されるシステムを構築しなければならない。
　リスク回避会計を引き続き適用するためには、リスク回避対象とリスク回
避手段間に公正価値やキャッシュフローの変動を相殺する、高いリスク回避
効果が期待できなければならない。IFRSでは、リスク回避効果を測定する具
体的なガイドラインは提示されていない。しかし、企業はかつて使っていた
簡便法を適用することはできず、主要条件一致法（Critical	Term	Method）、
比率分析法（Ration	Analysis	Method）、回帰分析（Regression	Analysis）、
シナリオ分析（Scenario	Analysis）、変動性減少測定法（Volatility	Reduction	
Measure）等を適用してリスク回避関係の有効性を継続して評価しなければ
ならず、そのためのシステムをかならず構築しなければならない。
　最後に、連結財務諸表作成のために連携システムを構築することである。
連結財務諸表の作成は、銀行に限られているものではないが、銀行の場合、
以前は連結に含まれなかった私募ファンド等の特別目的事業体（SPE）も場
合によっては連結対象企業に含ませることができるため、連結対象に含ませ
るかどうかを判断する基準を設ける必要があり、連結対象に含めることが決
まれば、関連財務資料が親会社の財務資料と連携して算出されるようにシス
テムを構築しなければならない。また、連結財務諸表が親会社の個別財務諸
表と同時に開示されなければならず、半期および四半期の財務報告時にも連
結財務諸表を作成する必要があるため、銀行の開示に対する負担は、さらに
重くなり、迅速な連結財務諸表作成のためのシステム構築が必要である。
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3.2　システム構築の過程で配慮している関心事項
　銀行の特性により、システム構築の過程で最も強調されるのは、システム
の信頼性を確保することである。したがって、韓国の銀行では、IFRS を導
入する過程で財務資料の信頼性を確保するために段階別テストと統合テスト
を数回にわたって行っており、	 IFRS 導入日前の会計年度（2010年度）に対
してシステムの算出結果に対する自主検査と外部監査人による会計監査を受
け、IFRS 会計システムに対する検証を行った。
　IFRS を導入すれば、連結財務諸表が主財務諸表になるため、連結対象子
会社間の会計政策の統一性を図ることが何よりも重要である。したがって、
IFRS 導入の初期段階に、連結対象子会社別に財務影響・プロセス影響・シス
テム影響を分析した上で、最善の選択肢を選定し、連結対象子会社間でこれ
に対するコンセンサスを得ている。さらに、円滑な連結ベース財務情報の算
出および分析のために、グループ内の主要子会社の勘定科目体系を統一し、
IFRS に基づいた勘定科目体系を作成して各会社のシステムおよび連結シス
テムに移行している。
　また、過去の取引データを新規システムに移行する過程（data	migration）
で、対象データの完全性および整合性を検証することが重要である。既存の
システムと衝突する可能性を考慮して、これを解消する方向にシステムを構
築する必要があり、各システムのモジュール別にデータ移行の時期を決定し
ている。
　銀行が2011年から IFRS に基づいた財務諸表を初めて開示するとしても、
2010年の財務諸表も IFRS を適用して比較開示しなければならないため、
2010年の場合には、K-GAAPと IFRS の両方に基づいた財務情報が必要であ
る。また、税務上の目的のため、2010年以降にもK-GAAPによる会計資料
を維持しなければならない。したがって、並行期間（2010年）ばかりではな
く、その後も一つの取引に対して IFRS と K-GAAPの財務情報を両方とも作
成し、伝票も両方の会計基準に基づいて記帳されるようにシステムを構築す
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る必要がある。こうしたK-GAAPと IFRS によるデータの並行処理は、Dual	
Posting（6）と Delta	Posting（7）で行われる。
　前記の通り、IFRS を導入することにより、連結財務諸表を個別財務諸表
と同時に開示しなければならず、開示事項も大きく増大するため、決算日程
を短縮させなければならない。したがって、決算資料の集計処理作業におい
てボトルネックとなる作業を識別し、電子化を通じて決算日程を短縮する必
要がある。また、連結実体に属する会社間のデータインタフェースの確保が
何よりも重要である。
3.3　IFRS システムの構築段階
　一般的に IFRS に規定されている財務諸表と開示事項を満足させるための
システム構築は、３段階で構成されている。〈表２〉は、それぞれの段階別の
主要業務をにまとめたものである。
〈表２〉IFRS システム構築段階別の主要業務
段階 主な業務
〈第１段階〉
分析および計画段階
K-GAAPと IFRS 間の違いおよび導入による項目別影響
の詳細分析
会計政策およびシステム構築範囲の決定
〈第２段階〉
システムとプロセス構
築段階
IFRS の要件定義およびシステムの詳細設計
部署別プロセス構築
会計政策ガイドラインおよび業務マニュアル作成
〈第３段階〉
変化管理段階
構築したシステムのテストおよび補完を通じた改善およ
び安定化
連結財務諸表および事業報告書算出
　〈表２〉の通り、第１段階では既存のシステムを分析し、新しいシステム
構築のための計画を樹立する段階である。この段階では、まずK-GAAPと
IFRS 間の違いは何であるか、そしてそれにより各科目別にどのような影響
があるかに関する詳しい影響分析が行われ、その代案が提示される。また、
8韓国の銀行業における国際会計基準導入後の財務諸表開示結果に関する評価■
9
IFRS を早期導入する場合、銀行が採択する会計政策を決定し、どの範囲ま
でシステムを構築するかを決定する。すなわち、既存のシステムを維持・改
善するか、既存のシステムの中でどのシステムを廃止するか、そして必要な
新しいシステムは何であるか等を決める。このような過程を経て、第２段階
のためのマスタープランを樹立する。銀行によって多少差はあるが、第１段
階に所要される期間は約６ヶ月である。
　第２段階は、第１段階で樹立したマスタープランに基づいてシステムの詳
細設計が行われる。また、各部署別のプロセスを構築し、会計政策ガイドラ
インおよび業務マニュアルを作成する。ここで、注意すべき点は、連結財務
諸表に含まれる子会社のシステムも同時に構築しなければならないという点
である。第２段階の所要期間は、約1.5年から２年程度である。
　最後の第３段階では、第２段階で構築したシステムをテストし、その改善
と安定化を図ることが中心となる。銀行は、2010年度の決算時に IFRS を適
用した財務諸表を内部的に作成しながら、2011年度から開示する IFRS に基
づいた財務諸表に問題点はないかを把握した。したがって、少なくとも2011
年に開示された銀行の中間財務諸表は、安定化テスト済みの財務諸表である
とみて良い。第３段階の所要期間は、約６ヶ月である。
3.4　金融監督機構のガイドライン反映
　他の業種とは異なって銀行は、金融監督機構の監督を受けるため、韓国の
銀行は IFRS システムを構築する際には金融監督院の要求事項を反映してい
る。まず、銀行の業務報告書に金融商品のカテゴリー別分類情報、貸倒準備
金、連結ベース平残等を報告するようにしているため、システム構築の際に
これを反映した。また、金融監督院は、銀行の財務情報の比較可能性と健全
性を向上させるために、IFRS が認めている会計処理選択案のうち、健全性
監督のレベルで望ましい会計処理方法に対する勧告案（8）を銀行等の金融機関
に提示し、各銀行はこれを会計政策の決定やシステム構築に反映した。
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　一方、金融監督院は銀行等の金融機関の健全性強化を目的とする監督規定
を新設した。第一に、IFRS 導入（予想損失モデルの代わりに発生損失モデ
ル適用）により巨額の貸倒引当金戻入が予想されるため、配当等による社外
流出を防ぐために現行の監督規定に基づいた貸倒引当金と IFRS に基づいた
貸倒引当金の差額を貸倒準備金として別途積立することを要求している。第
二に、IFRS を最初に導入する際に、不動産にみなし原価を適用することに
よる利益剰余金の増加分のうち未配当分をBIS比率算定時に補完的項目に加
算することを認め、配当制限を誘導している。
Ⅳ．IFRS システムの実行
4.1 IFRS システムにて算出される会計資料
　IFRS システムを構築するときから二つの形のシステムが開発された。一
つのシステムは新規システムであり、実効利子率の計算、公正価値の評価、
連結財務諸表の作成、リスク回避会計等と関連した会計資料を算出するシス
テムである。このシステムは、新しく独立したモジュールとして開発され、
銀行のフロントシステムからデータを確保して IFRS が要求するアウトプッ
トを算出し、これを会計情報に反映するシステムである。
　もう一つのシステムは、既存のシステムを修正したシステムであり、貸倒
引当金の設定、リスク管理、有価証券分類等と関連した会計資料を算出する
システムである。このシステムは、IFRS 導入による効果を反映するために
既存のシステムを修正したシステムで、以前は利用していなかった情報を蓄
積して、これを利用して IFRS が要求するアウトプットを算出し、会計情報
に反映するシステムである。二つのシステムは、両方とも仕訳の手順に基づ
いて総勘定元帳に反映され、同時に開示システムにリンクして、開示用の会
計情報を提供すれば、注解資料が算出される。
10
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　それでは、IFRS システムを通じて算出された会計資料は、以前のシステ
ムを通じて算出された会計資料とどのような違いがあるだろうか。まず、質
的面を考えれば、手作業で行っていたプロセスをすべて電子化したことで資
料の信頼性が高まり、データ作成や収集段階別の検証を通じて、資料の正確
性が高まったことを評価することができる。システムを開発する過程ですで
に数回にわたる統合テストを行い、算出資料の信頼性を高め、外部機関や関
連部署による事前検証や外部監査人による事前認証により、財務情報の信頼
性を確保した。また、連結ベースの開示データベース構築および内部取引の
詳細なデータ管理を通じて連結財務諸表の信頼性も強化した。
　一方、量的面では、口座別に詳細なデータ管理が必要であるため、処理対象
資料が増加し、リスク関連開示の強化により、口座レベルのデータ管理の必
要性が増大した。また、システムによる連結財務諸表作成に必要な管理デー
タが増加した。
4.2　実行過程で提起された問題点および今後の改善事項
　IFRS システムを実行する過程で提起された問題点としては、フロント部
署の職員の IFRS に対する関心と知識不足があげられる。また、不注意によ
る人に起因する過ち、基礎データの不正確性、新しい取引タイプに対する会
計処理の不十分等の問題が提起された。
　IFRS 適用のためのシステムが一通り構築されたとしても、今後持続的な
改善が求められる可能性もある。まず、IFRS会計関連専門人材の確保が必要
である。IFRSが原則中心の会計基準であるため、企業の判断要素が多く取り
入れられる。したがって、多様な選択的会計処理に対する迅速な意思決定と
膨大な開示の量をシステム的に管理できる能力を備えた人材が必要である。
IFRS は、持続的に改定・制定作業が行われている。したがって、これに対
応するためにシステムを随時修正・更新できる体系的なプロセスの樹立が必
要であり、関連人員の持続的な教育・訓練も必要である。最後に、新規取引
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が発生する場合、その分析および関連システムを補完する必要もある。
Ⅴ．主な銀行の開示結果の評価
5.1　IFRS が要求する金融商品関連開示事項
　IFRS 第７号では、金融商品に対する詳細な開示を求めている。	開示事項
を大きく二つに分ければ、財務状態および成果に対する金融商品の留意性に
対する情報の開示と、金融商品で発生するリスクの性格と程度に対する開示
である。〈表３〉は、これに関連する開示の詳細内容をまとめたものである。
〈表３〉金融商品関連開示事項
区　分 開　示　内　容
（１）財務状態と成果に対する金融商品の留意性
当期損益認識指定
金融商品
信用リスクに対する最大エキスポージャーの程度、信用
リスク変動による公正価値の変動金額
再分類 各種類別の再分類金額とその理由
金融資産の除去 除去条件を満たしていない金融資産の譲渡時の金融資産
の性格、保有に晒されたリスクと補償の性格等
担保 担保提供金融資産の帳簿価額および担保関連条件
債務不履行と契約違反 債務不履行状態の借入金帳簿価額
会計政策 測定基準
リスク回避会計 リスク回避のタイプ、リスク回避手段、回避対象リスク
の性格等
公正価値 金融商品の種類別の公正価値と帳簿価額の比較、評価技
法を用いた場合その内容、公正価値ヒエラルキーを利用
した公正価値測定値の分類
（２）金融商品において発生するリスクの性格と程度
質的開示 リスクに対するエクスポージャーおよび当該リスクがど
のように生じたのか、リスク管理の目的、政策および手
順とリスク測定方法等
12
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信用リスク 信用リスクに対する最大エクスポージャー金額
流動性リスク 金融負債の満期分析、流動性リスクを管理する方法
市場リスク リスクに晒されている市場リスクの各類型別感応度分析、
リスク変数間の相互依存度を反映する感応度分析
　〈表３〉の開示内容のなかで注意すべき点は、公正価値と関連した事項のヒ
エラルキーによる公正価値測定の定量的分析の開示である。IFRSでは、３つ
のレベルの公正価値ヒエラルキーを規定している。レベル１の公正価値は、
活発な市場が存在しており、公表価格の利用が可能な場合であり、公正価値
を公表価格で測定する場合である。レベル２の公正価値は、活発な市場が存
在しないため、評価技法を用いる場合であり、評価技法の入力変数が観測可
能であったり、市場資料によって検証可能な入力情報である場合の公正価値
である。最後にレベル３の公正価値は、活発な市場が存在しないため、評価
技法を用いる場合であり、評価技法の入力変数が観測可能でなかったり、市
場資料によって検証された入力情報である場合の公正価値である。
　IFRS 第７号では、金融商品の種類別（当期損益認識金融資産、売却可能
金融資産）に財務諸表に表示された公正価値の測定金額をそれぞれレベル１、
２	または、３に区分して、注解で開示することを規定している。
5.2　IFRS 第７号の開示事項の実施分析
　韓国の銀行では、2011年からIFRSを適用して財務諸表を開示している。本
研究では、上記の IFRS 第７号に規定された広範囲な開示事項が充実に財務
諸表の注解に開示されているかを検討することにより、IFRS 適用の実体を
把握する。
本研究では、市中銀行の中で最も規模が大きい上位４行（国民銀行、新韓
銀行、ウリ銀行、ハナ銀行）の2011年度の半期財務諸表の注解を利用して、
〈表３〉の開示内容のうち公正価値、信用リスク、流動性リスクおよび市場リ
スクの４つの項目が充実に開示されているかを検討した。半期財務諸表の注
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解は、金融監督院の電子開示システム（Dart	 system）から入手した。４行
の開示内容の検討結果は、〈表４〉の通りである。
〈表４〉銀行の開示の内訳
区　分 開　示　内　容
国民銀行
公正価値 勘定科目の分類と３つのレベル別の公正価値、項目別公正価値測
定方法、公正価値レベル３に該当する金融商品の変動内訳
信用リスク 信用リスクの概要、管理、支払保証契約を含めた項目別信用リス
クに対する最大エクスポージャー金額、貸付債権の信用リスク、
有価証券の信用健全性、信用リスクの集中度分析
流動性リスク 流動性リスクの管理方法と管理指標、金融資産および負債の残存
契約満期分析
市場リスク 市場リスクの一般内容、トレーディングポジション、非トレーディ
ングポジション
新韓銀行
公正価値 償却後原価測定金融商品の公正価値算出方法、金融商品の評価レ
ベル別の公正価値分類、公正価値レベル３に分類された金融商品
の内訳
信用リスク 信用リスク限度管理およびリスク軽減政策、信用リスクに対する
最大エクスポージャー金額、預け金と貸付債権の損傷情報、債務
証券の信用格付け別構成の内訳、預け金と貸付債権の地域別・産
業別構成の内訳
流動性リスク 流動性リスクの管理方法、金融商品の残存期間、簿外項目の残存
期間、
市場リスク 市場リスク測定技法、Valuation	at	Risk、金利リスク、外為リスク、
外貨資産および負債の通貨別内訳
ウリ銀行
公正価値 金融資産および金融負債の公正価値および序列体系、レベル３に
分類される項目の当期変動内訳、償却後原価測定金融資産および
負債の公正価値と帳簿価額
信用リスク 信用リスク管理、リスク限度の管理、信用リスクの軽減、最大エ
クスポージャー金額、貸出金および受取債権の信用リスク、債務
証券の信用健全性、信用リスク関連地域別・産業別分布現状
流動性リスク 流動性リスクの管理、金融負債の満期分析、簿外残存満期構造
市場リスク 市場リスクの管理、市場リスクの測定、リスク限度の管理、市場
リスクの感応度分析、市場リスクのその他のリスク
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ハナ銀行
公正価値 公正価値の評価方法および公正価値体系、レベル３の公正価値変
動内訳、感応度分析
信用リスク 信用リスクの測定および管理手順、信用リスク最大エクスポー
ジャー金額、信用リスク軽減効果、延滞および損傷債権の内訳、
信用リスクの集中度
流動性リスク 流動性リスクの測定および、金融負債の契約満期分析
市場リスク 市場リスクの管理および管理対象、トレーディングポジション関
連市場リスク管理、非トレーディングポジション関連市場リスク
管理、為替リスク集中度
　〈表４〉の開示結果の要約の通り、IFRS 導入した主要銀行らは、公正価
値、信用リスク、流動性リスクおよび市場リスクと関連した情報を充実に開
示していることがわかった。同時に、このような開示情報を算出するために、
成功裏に IFRS システムを構築して実行しているものと判断される。
Ⅵ．結論
　本研究は、IFRS の導入に最も大きく影響されるものと予想される銀行を
対象に、IFRS 関連システムをどのような過程を通じて構築して実行してい
るかを考察し、財務諸表の注解事項のうち金融商品と関連した内容を検討し
て、IFRSシステムが成功裏に構築され、実行されているかを把握した。IFRS
は、金融商品に対する広範囲な公正価値評価を要求するばかりではなく、金
融商品と関連した多様な情報を開示することを求めているため、既存のシス
テムを引き続き維持するには限界がある。また、連結財務諸表を主財務諸表
として作成しなければならないため、開示時期が短縮された。したがって、
銀行らは、IFRS を導入する過程で、関連情報が互いにリンクされ、迅速に
算出できるような方向でシステムを構築し、テストを行った。
　IFRS システムは、分析および計画段階、システムおよびプロセス構築段
階、そして変化管理段階の３段階により構築され、IFRS に基づいた財務諸
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表を開示する前の2010年に安定化のためのさまざまなテストを行った。本研
究では、2011年に IFRS に基づいて開示された半期財務諸表の注解を通じて
IFRS により求められている情報が充実に開示されているかを確認して、銀
行らが IFRS 導入初期に成功裏に関連システムを構築して実行していると評
価することができた。
　まだ、IFRS を導入していない金融機関等が今後 IFRS を導入する際に、関
連システムを構築するにおいて留意すべき点は、次の通りである。第一に、
IFRS 関連システムを構築する際には外部諮問機関を選定しなければならな
いが、かならず IFRS 会計とシステムの専門知識を両方とも保有している機
関を選定する必要がある。また、外部諮問機関、TFT、そして現業部署間の
持続的かつ円滑なコミュニケーションが行われるようにすることが最も重要
である。第二に、十分かつ掘り下げた事前影響分析を行うことにより、試行
錯誤を防ぐ必要がある。そのためには、すでに IFRS を導入した企業や国の
準備事例をベンチマークすることも望ましい。第三に、当該企業の実情にふ
さわしいシステム方式を決めなければならない。不必要に広範囲な自社開発
に焦点を合わせるよりは、企業の規模が大きくなく、業務が複雑でなければ
パッケージソフトを購入して使うことも可能であると思われる。第四に、シ
ステム構築の際に IFRS だけに限定せず、他の目的や部署での活用度を考慮
したシステム設計が必要である。たとえば、貸倒引当金の設定と関連したシ
ステムを設計する場合、IFRS 要件ばかりではなく、バーゼル要件、税法、管
理会計要件等をすべて考慮するのが望ましい。第五に、海外事業所に IFRS
を導入するためのシステム構築日程およびこれに対する統制が必要であり、
統一された要件が伝えられるようにしなければならない。
　しかし、前記の留意点以外に最も重要な要因は、経営トップのリーダシッ
プである。IFRS システムを成功裡に導入して実行するためには、経営トッ
プが IFRS システム導入の必要性を十分理解し、組織メンバー全員が一丸と
なって取り組むことができるようにリーダシップを発揮することが何より重
要である。
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注
⑴	本論文のために IFRS システムの導入と関連した実務的な資料を提供してくれた新韓金
融持株会社と新韓銀行の関係者に感謝する。
⑵	名古屋外国語大学教授、新韓金融持株会社社外理事（監査委員）
⑶	高麗大学教授
⑷	建国大学教授
⑸	韓国の IFRS の義務適用対象企業は、株式上場企業、上場予定企業、非上場金融会社等
であり、「株式会社の外部監査に関する法律（外監法）」施行令（第７条の２第１項）に
規定されている。金融会社の場合、銀行、金融持株会社、証券・先物、資産運用、信託、
総合金融、保険、クレジットカード会社は非上場企業であっても強制適用対象であるが、
貯蓄銀行、リース、新技術、割賦金融会社は上場企業以外は強制適用対象から除外され
た。
⑹	一つの取引に対して IFRS と K-GAAP伝票を同時に記帳する方法
⑺	一つの取引に対して１つの IFRS（または、K-GAAP）伝票を生成し、batch 等の方法に
よってK-GAAP（または、IFRS）伝票を記帳する方法
⑻	金融監督院の勧告案の会計処理代案を例として、次のようなものがある。転換日以前の
企業結合に対する遡及適用は完全に排除し、転換日現在保険受理的損益は全額利益剰余
金に反映し、転換日現在の累積換算差は、０と見なす。また、有形資産に対する復興引
当負債は、転換日時点の引当負債変動額を一度だけ推定し、リースは、転換日時点に存
在する約定に対してのみ分類適用する。そして、転換日前に取得した適格資産に対する
借入原価は、資本化を免除し、子会社、関連会社および共同親会社投資持分の帳簿価額
は、転換日の前に過去の会計基準に基づいて評価した帳簿金額または、転換日の公正価
値のうち一つを選択するようにした。
